
（平成２１年６月１０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 19 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認京都地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



京都国民年金 事案 1130 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 63 年８月及び同年９月の国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２  申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 42 年３月から 49 年３月まで 

             ② 昭和 63 年８月及び同年９月 

    当時、国民年金保険料の納付等については、すべて妻が行っていた。妻

の性格から申立期間の保険料を納付しなかったということは考えられな

い。妻は 24 年前に突然亡くなったため聞くこともできないが、必ず払っ

ていると思うので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②については、申立期間は２か月と短期間であるとともに、申立

人は申立期間を除き昭和 49 年４月以降、国民年金保険料をすべて納付して

おり、申立人の保険料納付意識は高かったものと考えられる。 

   また、申立人は納付日が確認できる申立期間②を除く昭和 63 年４月から

平成元年 12 月までの国民年金保険料については、毎月納付期限内に納付し

ていることが確認でき、申立人は申立期間の保険料を納付したとしても不自

然ではない。 

   一方、申立期間①については、申立人の妻が申立期間の国民年金保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない上、申立人の保険料を一緒に納付していたとする申立人の妻についても、

申立期間の保険料は未納である。 

   また、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号は、



夫婦連番で、昭和 51 年１月に払い出されており、申立人の妻は、このころ

に国民年金の加入手続を行ったものと推認でき、この時点では、申立期間の

保険料の一部は時効であり、申立期間の保険料を納付するには過年度納付及

び特例納付によることとなるが、特例納付できる時期ではない上、過年度納

付が可能な昭和 49 年度については、社会保険庁の保管する特殊台帳に、納

付書が発行され過年度納付した記録はあるものの、48 年度にはそのような記

録は無く、申立人は、申立期間の保険料を納付しなかったものとみるのが自

然である。 

   さらに、申立人について、氏名を複数の読み方で検索しても、該当者はお

らず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間のうち、昭

和 63 年８月及び同年９月については、国民年金保険料を納付していたもの

と認められる。        



京都国民年金 事案 1131  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 46 年４月から 48 年 12 月までの期間、

63 年５月及び同年６月の国民年金保険料については、納付していたものと認

められることから、納付記録を訂正することが必要であり、また、申立期間

のうち、昭和 57 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、付

加保険料を含め納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年５月から 42 年６月まで 

             ② 昭和 42 年７月から 48 年 12 月まで 

             ③ 昭和 57 年１月から同年３月まで 

             ④ 昭和 63 年５月及び同年６月 

    私は、昭和 39 年※月に婚姻し、夫と共に義父母が経営していたＢ業に

従事していた。義父母が私の国民年金の加入手続を行い、申立期間①につ

いては、義母が私の夫の国民年金保険料と一緒に納付してくれていたはず

である。 

    また、申立期間②及び③については、昭和 42 年７月ごろ、私たち夫婦

は、Ａ市Ｃ区でＢ業を自営したのを機に同区に転居し、夫が同区役所で転

居に伴う諸手続を行い、国民年金保険料は、夫が自身の保険料と一緒に納

付してくれていた。夫は、この期間の保険料は納付済みであるにもかかわ

らず、私のみ未納とされていることに納得できない。 

    さらに、申立期間④についても、国民年金保険料を納付した記憶がある。  

        

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②のうち、昭和 46 年４月から 48 年 12 月までについては、申立

人は、申立人の夫が区役所で諸手続を行い、国民年金保険料を納付してくれ



ていたとしており、保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号

は、社会保険事務所が保管している国民年金手帳記号番号簿払出簿により、

Ａ市Ｃ区で 49年１月に払い出されていることが確認でき、特殊台帳により、

申立人に国民年金手帳が交付されたのは、48 年 12 月 20 日であることが確認

できることから、申立人の夫が、この日に申立人の国民年金の加入手続を行

ったものと考えられる。 

   また、当時、Ａ市では、国民年金の加入届を受け付けた際、現年度保険料

を収納の上、さかのぼって納付することが可能な過年度分の国民年金保険料

についても、最長で２年度分の国庫金納付書を作成し、納付勧奨を行うのが

通例であったことが確認できるほか、申立人の保険料を納付していたとする

申立人の夫は、当該期間の保険料は納付済みである上、昭和 36 年度を除き

国民年金加入中の保険料はすべて納付済みであり、昭和 38 年４月から 45 年

４月までは、保険料を前納しているなど、保険料納付意識は高かったものと

考えられ、Ａ市の納付勧奨を受けた申立人の夫は、申立人の当該期間の保険

料を納付したとみても不自然ではない。 

   さらに、申立期間③については、申立人とその夫は、昭和 53 年５月から

国民年金付加保険料の納付を開始し、保険料を納付したとする申立人の夫は、

当該申立期間については、納付済みである上、社会保険事務所が保管してい

る特殊台帳により、当該期間について、申立人が付加保険料納付辞退の申出

も行われていないことが確認でき、申立人からも、当時、経営面でも家計面

でも安定した状況の中で、生活面で大きな変化はなかったとしていることか

ら、申立人の夫は、申立人の当該申立期間の保険料を納付したとみても不自

然ではない。 

   加えて、申立期間④については、Ａ市が保管している国民年金収滞納リス

トでは、当該申立期間は未納となっていることから、現年度納付は行われな

かったことが確認できるが、昭和 63年７月分を過年度納付していることが、

社会保険庁のオンライン記録で確認でき、同月分のみ納付し、直前の申立期

間の保険料を納付しなかったものとみるのは不自然である。 

   一方、申立期間①及び②のうち、昭和 42 年７月から 46 年３月までについ

ては、申立人は、申立人の義母若しくは申立人の夫が、国民年金保険料を納

付してくれていたと主張しているが、申立人の夫が、申立人の国民年金に加

入手続を行ったと考えられる上述の 48年 12 月の時点では、当該申立期間は、

既に時効により納付できない期間であり、これを納付するには、特例納付に

よることとなるが、特例納付が実施されていた時期ではない。 

   また、申立人の義母若しくは申立人の夫が当該期間の国民年金保険料を納

付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該申



立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、

申立人について、婚姻前の氏名を含め複数の読み方で検索したが該当者はお

らず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情も存しない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 46 年４月から 48 年 12 月までの期間、63 年５月及び同年６月の国民年

金保険料については、納付していたものと認められ、また、申立期間のうち、

昭和 57 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、付加保険料

を含め納付していたものと認められる。 



京都国民年金 事案 1132  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年１月から 44 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年１月から 44 年３月まで 

    私の国民年金について、社会保険事務所に照会したところ、昭和 45 年

11 月から 46 年１月までについては、Ａ市の被保険者名簿に納付の事実が

記録されていたことから納付記録が訂正された。 

    申立期間についても、母親が市役所で加入手続を行い、国民年金保険料

は自宅に来る集金人に納めていたので、未納とされていることに納得がい

かない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金保険料納付の前提となる国民年金手帳記号番号は、昭和

43 年４月に払い出されていることが確認でき、このころに、申立人の母親は

申立人の国民年金の加入手続を行ったものと推認され、申立期間の保険料は

現年度納付が可能であり、国民年金に加入しながら、保険料を納付しないま

ま放置していたとは考え難い上、申立期間の保険料を納付していたとする申

立人の母親は、国民年金加入期間の保険料をすべて納付しており、納付意識

は高かったものと考えられることから､申立期間について、申立人の母親が市

役所で加入手続を行い、保険料は自宅に来る集金人に納めていたとする申立

人の申立内容は基本的に信用できる。 

   また、申立期間後の昭和 45 年 11 月から 46 年１月までについては、申立

人の社会保険事務所に対する国民年金記録照会により、Ａ市が保管している

国民年金被保険者名簿から、納付の事実が判明し、平成 20 年４月 25 日に納



付記録の訂正が行われているなど、申立人に係る行政側の記録管理が適切に

行われていなかった可能性がうかがわれる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



京都厚生年金 事案 796  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 14 年 12 月から 15 年３月までの期間に

ついて、その主張する標準報酬月額（41 万円）に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立期

間のうち、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 41 万円に訂正する必要が

ある。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年 12月１日から 18年２月１日まで 

    Ａ社に平成３年７月１日から 18 年２月１日まで正社員として勤務してい

たが、14年 12月ごろから受け取っていた給与額に較べて厚生年金保険の標

準報酬月額が違うので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁のＡ社に係る標準報酬月額の記録について調査したところ、

当時の被保険者数は８人であり、そのうち役員１人については平成 11 年

10 月に標準報酬月額が引き下げられ、申立人を含む他の７人については、

14 年 12 月１日に月額変更届により標準報酬月額の引き下げが行われてい

たことが確認できる。 

   しかし、申立人が所持する給与明細書によると、厚生年金保険料率の改

定があった月の保険料が翌月から控除されていることが確認でき、同明細

書では平成 15 年１月から同年４月までの給与について、厚生年金保険料は

41 万円の標準報酬月額に基づき控除されていることが確認できる。 

   したがって、申立人は、申立期間のうち平成 14 年 12 月から 15 年３月ま

での期間について、その主張する標準報酬月額（41 万円）に基づく厚生年



金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   一方、平成 15 年４月から 18 年１月までの期間については、申立人が所

持する 15 年５月から 17 年 12 月までの給与明細書によると、厚生年金保険

料については 20 万円の標準報酬月額に基づいた保険料の控除がされ、申立

人の主張する標準報酬月額に基づいた厚生年金保険料が控除されていたこ

とは確認できない。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、当該事

業所の８人のうち７人については、申立人と同様に、平成 14 年 12 月１日

に標準報酬月額の引き下げが行われていることから、事業主は、社会保険

事務所の記録どおりの届出をしたことがうかがわれ、その結果、社会保険

事務所は、申立人が主張する標準報酬月額に基づく保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



京都厚生年金 事案 797 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪失

日に係る記録を昭和 39 年 11 月 24 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

３万 6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年８月 26 日から同年 11 月 24 日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入期間について照会したところ、

申立期間について未加入期間になっていることが分かった。この期間は、

新たに設立した株式会社Ｂ（現在はＣ株式会社）に勤務するまでの間、

Ａ株式会社に役員として継続して勤務しており、途中に未加入期間があ

ることは考えられない。申立期間について厚生年金保険の被保険者期間

であったことを認めてほしい。 

        

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人がＡ株式会社勤務当時に新たに設立された同社の関連会社である

株式会社Ｂ（現在はＣ株式会社）に移籍するまでの間、申立期間の前後も

途切れることなく勤務していた旨の供述を複数の元従業員がしていること

から、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 39 年 11 月 24 日にＡ株式会社

から株式会社Ｂに移籍）、申立期間においてＡ株式会社に勤務していたこと

が推認できる。 

   また、申立期間当時の給与事務担当者は「株式会社Ｂが設立された当初

は従業員がいなかったため、Ａ株式会社が給与計算等の事務を行っていた。

給与が支給されている限り保険料は必ず控除していたので、申立期間にお



いても申立人の給与から保険料を控除していたはずである。」と供述してい

る。 

   さらに、給与事務担当者は、申立人は当時、当該事業所において役員で

あったが、社会保険の事務手続については自分が行っており、申立人は同

届出については関与していなかった旨を供述しており、申立人も、社会保

険の事務手続については担当者が行っていたので不明であると述べている。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、社会保険事務所のＡ株式会

社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和 39 年７月の記録から、

３万 6,000 円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

申立人のほか２人の被保険者が申立人と同様に、Ａ株式会社において昭和

39 年８月 26 日に被保険者資格を喪失し、株式会社Ｂにおいて同年 11 月 24

日に被保険者資格を取得していることから、事業主は社会保険事務所の記

録どおりの資格の喪失の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年８月から 10 月の保険料について納入の告知を行ってお

らず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付される

べき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



京都厚生年金 事案 798 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得

日に係る記録を昭和 39 年 11 月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

２万 6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間のＡ株式会社の厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年 11月 21日から同年 12月３日まで 

    私は、昭和 38年４月 10日からＡ株式会社に勤務し、39年２月 11日にＡ

株式会社Ｂ工場に転勤となり、同年 11月中旬に再度Ｃ本社に転勤し、41年

８月８日に退職した。 

    この間毎月途切れることなく厚生年金保険に加入していたのに、社会保険

庁の記録では昭和 39 年 11 月 21 日Ａ株式会社Ｂ工場喪失、同年 12 月３日

Ａ株式会社資格取得となっており、１か月の空白となっている。１か月の

厚生年金保険の加入記録を認めてほしい。           

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している給与明細書及び雇用保険の記録から申立人は昭和 38

年４月 10日から 41年８月８日までＡ株式会社に継続して勤務し（昭和 39年

11月 21日にＡ株式会社Ｂ工場から同社本社に異動）申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立人が所持している給与明細書及び当該事業所発行の「厚生年

金保険標準報酬月額、保険料の変更について」から、厚生年金保険料の控

除は翌月控除であったと推認できる。 

   さらに、申立人が所持している昭和 39 年 12 月分の給与明細書から申立



人が同年 11 月分の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが確認できる。 

   また、標準報酬月額については、申立人が所持している給与明細書の保険料

控除額及び社会保険事務所の記録から、２万 6,000円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



京都厚生年金 事案 799 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立てに係るＡ株式会社における資格喪失日は、昭和 40 年７月

１日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者

資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、昭和 39 年６月から 40 年６月までの標準報酬月額については１万

円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年６月４日から 40 年７月１日まで     

    Ａ株式会社に昭和 38年３月 26日から 40年７月１日まで継続して勤務

していたが、社会保険事務所に照会したところ、39 年６月４日に厚生年

金保険被保険者資格が喪失しているとの回答を受けた。申立期間につい

て、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

        

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険事務所の保管するＡ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿の資格喪失年月日欄には、申立人が昭和 39 年６月４日に厚生年金

保険被保険者資格を喪失したことが記載され、全喪年月日欄にも、当該事

業所は、同日に厚生年金保険の適用事業所でなくなった旨の処理がされた

ことが記載されているものの、同年６月までの間に当該事業所において厚

生年金保険被保険者であったことが確認できる申立人を含む被保険者につ

いて、同年６月２日又は同年６月４日付けで被保険者資格を喪失し、当該

喪失に係る届出については、約１年後の 40 年６月になってから行われたと

記録されており手続に不自然さがみられる。 

   また、これらすべての被保険者について、資格喪失日よりも後の昭和 39

年 10 月に標準報酬月額の改定が行われた記録があるほか、上記の健康保険

厚生年金保険被保険者名簿には 40 年３月 20 日付けで厚生年金保険被保険



者資格を取得した被保険者が７人記録されていることから、39 年６月４日

の時点においては、当該事業所が適用事業所としての要件を満たしていた

と認められ、適用事業所でなくなったとする処理を行う合理的な理由は見

当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 39 年６月４日に資

格を喪失した旨の処理を行う合理的理由は無く、当該喪失処理に係る記録

は有効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日は、40 年７

月１日であると認められる。 

   また、昭和 39 年６月から 40 年６月までの標準報酬月額については、39

年５月の社会保険事務所の記録から、１万円とすることが妥当である。 



京都国民年金 事案 1133  

                     

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40 年９月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年９月から 48 年３月まで 

    私の父親が、昭和 40 年９月に私の国民年金の加入手続を行い、申立期

間の国民年金保険料を払ってくれていた。結婚を機に国民年金保険料は自

分で払うようになり、今日に至っているが、父親からは 20 歳から国民年

金に加入し、保険料は支払っていると聞いていた。納得できないので記録

の訂正をしてほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の父親が、昭和 40 年９月に国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付してくれていたと主張しているが、保険料納付の前提

となる申立人の国民年金手帳記号番号は、48 年５月に払い出されており、こ

のころに国民年金の加入手続を行ったものと推認され、この時点では、申立

期間の一部は時効により納付できない期間であり、申立期間の保険料を納付

するには過年度納付及び特例納付によることとなるが、特例納付が実施され

ていた時期ではなく、申立人からは保険料をさかのぼって納付したとの主張

も無い。 

   また、申立人は、昭和 48 年５月４日に初めて発行された国民年金手帳を

所持しており、この手帳は昭和 48 年度分から作成され、同年度分の国民年

金印紙検認記録から検認印が押されていることが確認できることから、申立

内容とは符合しない。 

   さらに、申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに申立人の父親が納付したこ



とをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、氏名を複数

の読み方で検索しても、該当者はおらず、別の国民年金手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



京都国民年金 事案 1134 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 41 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 41 年３月まで 

    私の国民年金加入手続は、母親が行い、国民年金保険料も母親が確実に

納めてくれていた。当時は集金人に３か月に１回、300 円ずつ納付し、３

㎝四方の領収書をもらっていたことを覚えている。納付の記録が無いこと

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の母親が集金人に申立期間の国民年金保険料を納付した

と主張しているが、保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号

は、昭和 36 年 11 月に払い出されており、申立人は同年同月 13 日に発行さ

れた国民年金手帳を所持しているが、この年金手帳を見ると、申立期間の保

険料を納付したことを示す検認印は全く認められず、申立人は申立期間の保

険料を現年度納付しなかったものとみるのが自然であり、申立人からは、さ

かのぼって納付したとの主張も無い。 

   また、申立人は、申立人の母親が集金人に申立期間の国民年金保険料を納

付する際、領収書をもらっていたとも主張しているが、当時、Ａ市では、集

金人による保険料の収納は、国民年金手帳に国民年金印紙を貼付する方法に

よって行われていたことが確認でき、申立内容とは相違する。 

   さらに、申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人若しくは申立

人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない上、申立人について、氏名を複数の読み方で検索しても該当



者はおらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



京都国民年金 事案 1135 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 41 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 41 年３月まで 

    私の国民年金加入手続は、義母が行い、国民年金保険料も義母が確実に

納めてくれていた。当時は集金人に３か月に１回、300 円ずつ納付し、３

㎝四方の領収書をもらっていたことを覚えている。納付の記録が無いこと

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の義母が集金人に申立期間の国民年金保険料を納付した

と主張しているが、保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号

は、昭和 36 年 11 月に払い出されており、申立人は同年同月 13 日に発行さ

れた国民年金手帳を所持しているが、この年金手帳を見ると、申立期間の保

険料を納付したことを示す検認印は全く認められず、申立人は申立期間の保

険料を現年度納付しなかったものとみるのが自然であり、申立人からは、さ

かのぼって納付したとの主張も無い。 

   また、申立人は、申立人の義母が集金人に申立期間の国民年金保険料を納

付する際、領収書をもらっていたとも主張しているが、当時、Ａ市では、集

金人による保険料の収納は、国民年金手帳に国民年金印紙を貼付する方法に

よって行われていたことが確認でき、申立内容とは相違する。 

   さらに、申立人の義母が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人若しくは申立

人の義母が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない上、申立人について、氏名を複数の読み方で検索しても該当



者はおらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



京都国民年金 事案 1136 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年４月から 39 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年４月から 39 年６月まで 

    亡くなった父親が、常に、私には 20 歳から、国民年金保険料を納付し

ていると話していたのを記憶しており、未納であるのは納得できない。私

の旧姓と生年月日が同じであるＡ市の「Ｂ」さんの記載間違いではないか

とも思われるので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の父親が国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を

納付してくれていたと主張しているが、申立人の保険料納付の前提となる国

民年金手帳記号番号は、昭和 43 年 11 月に払い出されており、このころに国

民年金の加入手続を行ったものと推認され、この時点では、申立期間は既に

時効であり、申立期間の保険料を納付するには、特例納付によることとなる

が、特例納付が行われていた時期ではなく、申立人からは、さかのぼって納

付したとの主張も無い。 

   また、申立人と国民年金手帳記号番号が連番で払い出されている申立人の

兄及び兄の妻も、申立人と同様に昭和 43 年４月から国民年金保険料の納付

が開始されていることが、社会保険庁のオンライン記録において確認できる

ことを踏まえると、申立人の父親は、申立期間の保険料の納付をしなかった

とみるのが相当である。 

   さらに、申立人の父親が、申立期間について、申立人の国民年金保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら



ない上、申立人について、婚姻前の氏名を含め、複数の読み方で検索したが、

別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も

存しない。 

   なお、申立人は、婚姻前の氏名の読み方及び生年月日が同じである被保険

者記録を、申立人自身の納付記録ではないかともしているが、納付記録の管

理は記号番号で行われるものであり、この被保険者の国民年金手帳記号「Ｃ」

は、Ｄ社会保険事務所管内で払い出されるものであることから、当時、同社

会保険事務所管内ではないＥ市Ｆ区に居住していたとしている申立人の記

録と認めることはできない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



京都国民年金 事案 1137 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39 年５月から 41 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年５月から 41 年３月まで 

    会社を退職した昭和 39 年５月ごろ、区役所からの訪問があり、国民年

金の加入手続を行い、集金人に国民年金保険料を納付してきたが、まとめ

て納付した記憶もある。未納のままにしておくはずがないので調査してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社を退職した昭和 39 年５月ごろ国民年金に加入し、国民年

金保険料を納付してきたと主張しているが、保険料納付の前提となる申立人

の国民年金手帳記号番号は、申立人の夫と共に 42 年３月に払い出されてお

り、申立人は、このころに国民年金の加入手続を行ったものと推認され、申

立内容とは符合しない。 

   また、申立人は、上記の国民年金手帳記号番号が払い出された時点では、

申立期間の国民年金保険料を納付するには、過年度納付によることとなるが、

一緒に国民年金に加入したと推認される申立人の夫も申立期間は未納であ

るなど、申立内容は不自然である。 

   さらに、申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、婚姻前の氏名

を含め複数の読み方で検索しても該当者はおらず、別の国民年金手帳記号番

号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



京都国民年金 事案 1138 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年６月から 55 年９月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年６月から 55 年９月まで 

    申立期間当時、生活が苦しく、国民年金保険料の納付が困難なため免除

を申請していた。60 歳になるまで全期間免除申請していたので、記録上、

免除が昭和 55 年 10 月からというのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、60 歳になるまでの国民年金加入全期間の国民年金保険料を免除

申請していたので、申立期間についても免除申請していたはずであると主張

しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 55 年 12 月に夫婦連番

で払い出されていることが社会保険事務所が保管している国民年金手帳記号

番号払出簿により確認でき、申立人夫婦は、このころに国民年金に加入した

ものと推認され、保険料の申請免除は、申請のあった日に納付期限が経過し

ていない月から納付を要しないものとされていることから、申立人は、申立

期間の保険料免除申請を行うことはできなかったものと考えられる。 

   また、申立人夫婦は、Ａ市が保管している国民年金収滞納リストに昭和 55

年 10 月から申請免除の記録があることが確認でき、上記の事実とも符合する

上、社会保険事務所が保管している特殊台帳の記録とも一致していることか

ら、申立人夫婦が国民年金保険料免除申請を行ったのは、同年同月分からで

あるとみるのが相当であり、ほかに申立人について申立期間の保険料が免除

されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   さらに、申立人について、氏名を複数の読み方で検索したが、該当者はお

らず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事



情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人の申立期間の国民年金保険料については、免除されていたも

のと認めることはできない。 



京都国民年金 事案 1139 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年１月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできず、また、昭和 48 年４月から 55 年９

月までの国民年金保険料については、免除されていたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年１月から 48 年３月まで 

             ② 昭和 48 年４月から 55 年９月まで 

    私は、会社を退職後、申立期間①については、親と一緒に国民年金保険

料を納付しており、父親は昭和 36 年４月から 60 歳まで納付済みである。

申立期間②については、48 年４月に結婚してからは、夫と一緒に免除申請

していたので、記録上、免除が 55 年 10 月からというのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人は、申立人の父親が申立人の国民年金保険

料を納付していたと主張しているが、保険料納付の前提となる申立人の国民

年金手帳記号番号は、昭和 55 年 12 月に夫婦連番で払い出されていることが

社会保険事務所が保管している国民年金手帳記号番号払出簿により確認で

き、申立人は、このころに国民年金に加入したものと推認され、この時点に

おいて、当該申立期間は既に時効により納付できない期間であり、これを納

付するには特例納付によることとなるが、特例納付が実施されていた時期で

はない。 

   また、申立人の父親が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、ほかに申立人若しくは申

立人の父親が当該申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 



   さらに、申立期間②については、申立人は、申立人の夫が一緒に国民年金

保険料の免除申請を行ったと主張しているが、上記のとおり、申立人夫婦は、

昭和 55 年 12 月ごろに国民年金に加入したものと推認され、保険料の申請免

除は、申請のあった日に納付期限が経過していない月から納付を要しないも

のとされていることから、申立人は、申立期間②の保険料免除申請を行うこ

とはできなかったものと考えられる。 

   加えて、申立人夫婦は、Ａ市が保管している国民年金収滞納リストに昭和

55 年 10 月から申請免除の記録があることが確認でき、上記の事実とも符合

する上、社会保険事務所が保管している特殊台帳の記録とも一致しているこ

とから、申立人夫婦が国民年金保険料免除申請を行ったのは、同年同月分か

らであるとみるのが相当であり、ほかに申立人について申立期間②の保険料

が免除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   このほか、申立人について、婚姻前の氏名を含め複数の読み方で検索した

が、該当者はおらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことを

うかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人について、申立期間①の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできず、また、申立期間②の国民年金保険料につ

いては、免除されていたものと認めることはできない。 



京都国民年金 事案 1140 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年５月から 47 年 12 月の国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年５月から 47 年 12 月まで 

    私は、昭和 48 年２月ごろ、義姉に勧められＡ市Ｂ区役所で国民年金の

加入手続を行った。27 歳ごろ（49 年５月５日から 50 年５月４日までの間）

に国民年金保険料を一括してさかのぼって納付できることを知り、20 歳ま

でさかのぼって約３万円の保険料を集金人に納付した。私は、独身時代に

厚生年金保険加入期間があることを約 10 年前に知ったが、国民年金の保

険料を 20 歳にまでさかのぼって納付しているので、改めて調査してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 48 年２月ごろ、Ａ市Ｂ区役所で国民年金の加入手続を行

い、申立期間の国民年金保険料については申立人が 27 歳ごろに、20 歳まで

さかのぼって集金人に納付したと主張している。しかし、保険料納付の前提

となる申立人の国民年金手帳記号番号は、同年３月に払い出されていること

が社会保険事務所が保管している国民年金手帳記号番号払出簿により確認

でき、申立人が所持している国民年金手帳では国民年金被保険者の資格取得

日は同年１月１日と記載されていることが確認できることから、申立期間は

未加入期間であり、申立人は申立期間の保険料を納付できなかったものと考

えられる。 

   なお、仮に、申立人が主張するように申立期間の国民年金保険料を特例納

付する場合、集金人は国庫金である特例納付の保険料を収納することはでき

ない上、申立人が申立期間の保険料について特例納付した場合の保険料総額



は、申立人が納付したとする保険料額と大きく相違している。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、婚姻前の氏名を

含む複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民年金手帳記号番

号が払い出されたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



京都国民年金 事案 1141 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40 年６月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年６月から 49 年３月まで 

    昭和 40 年当時、私は、厚生年金保険に加入していたが、その当時居住

していたＡ市の職員が、国民年金の加入率を高めるため、本人の意思確認

を行うことなく、母親に私の国民年金加入を勧めたため、母親が、40 年６

月に私の国民年金加入手続を行い、同月の国民年金保険料から集金人に納

付してくれていたことを覚えている。  

    平成４年に再発行された年金手帳にも、昭和 40 年６月に国民年金の被

保険者資格を取得していることが明記されており、申立期間の国民年金保

険料が未納とされていることに納得がいかないので、社会保険庁の記録を

訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の母親が、Ａ市において昭和 40 年６月に申立人の国民

年金加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付してくれていたと主

張しているが、保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号は、

49 年 10 月にＢ市で払い出されていることが社会保険事務所が保管している

国民年金手帳記号番号払出簿で確認でき、同市が保管している申立人の国民

年金被保険者名簿には、「受付年月日、49 年７月 29 日」と記載されているこ

とが確認できることから、このころに国民年金に加入したものと推認され、

申立内容とは符合しない。 

   また、申立人の国民年金の加入手続が行われたと考えられる上記の時点で

は、申立期間の大部分は、既に時効により納付できない期間であり、申立期



間の国民年金保険料を納付するには特例納付及び過年度納付によることと

なるが、申立人からは、さかのぼって納付したとの主張は無い。 

   さらに、申立人は、申立人が所持している年金手帳の国民年金の欄に、「初

めて被保険者となった日」として「昭和 40 年６月１日」と記載されている

のは、申立人がＢ市において国民年金加入手続を行った際、同市が、昭和 40

年当時に申立人が居住していたＡ市において、申立人の国民年金保険料が納

付されている事実を確認したことによるものであるとも主張しているが、上

述のとおり、保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号は、49

年 10 月にＢ市において初めて払い出されていることが確認できる上、申立

人が当時居住していたＡ市において、国民年金手帳記号番号払出簿を確認し

たが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は認められず、

Ｂ市が保管している国民年金被保険者名簿には、50 年 12 月８日の過年度納

付により納付済期間となっている昭和 48 年度（厚生年金保険との重複のた

め平成 13 年２月 16 日に還付済み）を除き、申立期間は未納と記載されてい

るなど、申立内容とは符合しない。 

   なお、「初めて被保険者となった日」とは、申立人が国民年金の被保険者

資格を取得した日を示すものであり、このことをもって申立人が申立期間の

国民年金保険料を納付していたものとみることはできない。 

   加えて、申立人若しくは申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付

したことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立

人について、氏名を複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民

年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



京都国民年金 事案 1142 

                     

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。   

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59 年４月から 61 年３月まで 

    私は、申立期間の国民年金保険料については、Ａ市役所Ｂ支所やＣ農協

で納付していた記憶があり、資格喪失手続を行った覚えはなく、未納とさ

れていることに納得できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料は納付しており、資格喪失の手続を

行った覚えもないと主張しているが、Ａ市が保管している国民年金被保険者

名簿によれば、昭和 59 年４月 25 日に喪失の申出を行い、同日に資格を喪失

した旨の記載があることから、申立人は、この日に、任意被保険者資格喪失

の届出を行ったものと考えられる。その後、61 年４月１日に第３号被保険者

になるまでの間、申立人が国民年金に加入した記録は無く、このことは、申

立人が所持している年金手帳及び社会保険庁のオンライン記録とも一致す

ることから、申立期間は未加入期間であり、申立人は申立期間の保険料を納

付できなかったものと考えられる。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、婚姻前の

氏名を含め、複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民年金手

帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



京都厚生年金 事案 800 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30 年５月ごろから 32 年 12 月ごろまでの 

               期間のうちの約 10 か月間 

             ② 同約１年間 

             ③ 同約 10 か月 

             ④ 昭和 33 年３月ごろから同年 12 月ごろまでの期 

               間のうちの約 10 か月間 

             ⑤ 同約６か月間 

             ⑥ 同約６か月間 

    私は、昭和 30 年５月ごろから 32 年 12 月ごろまでの期間のうち、Ａ株

式会社に約 10 か月、Ｂ株式会社に約１年、Ｃ株式会社に約 10 か月、そし

て、昭和 33 年３月ごろから同年 12 月ごろまでの期間のうちＤ株式会社に

約 10 か月、Ｅ株式会社Ｆ工場に約６か月、Ｇ社に約６か月の申立期間に、

それぞれの事業所で臨時や季節労働者として働いていたが、社会保険事務

所に厚生年金保険被保険者記録を照会したところ、被保険者記録が無いと

の回答を受けた。中学校を卒業後ずっと働いていたので、申立期間につい

て厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由   

   申立人はすべての申立期間において臨時か季節労働者として働いたと述べ

ている上、申立期間及び申立事業所名を明確に記憶しておらず、当時の事業

主や同僚の氏名についても記憶していない。 

   申立期間①について、申立人が勤務していたとするＡ株式会社は社会保険

 



庁の記録では適用事業所としての記録が確認できない。 

   また、法人登記簿においても該当事業所がないため、事業所としての実態

が確認できない。 

   なお、類似事業所名のＨ工場（現在は、株式会社Ｉ）について調査したと

ころ、同事業所が厚生年金保険の新規適用事業所となった日は昭和 34 年６

月１日である上、事業主の家族に照会したところ、同社は申立人が述べてい

る所在地等から判断すると申立てに該当する事業所ではなく、申立人のこと

は分からない旨の供述をしている。 

   これらのことから、Ａ株式会社について事業所の状況や申立人の勤務状況

等について確認することができない。 

   申立期間②について、Ｂ株式会社に照会したところ、現在の人事担当者は、

当時の資料は保管しておらず、当時の臨時及び季節労働者の取扱いについて

は不明としており、申立人の勤務時期、勤務状況等については分からない旨

の供述をしている。 

   また、社会保険事務所の当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿を確認したところ申立期間に申立人の氏名の記載は無い。 

   申立期間③について、社会保険庁の記録では、申立人が勤務していたとす

るＣ株式会社の名称で、Ｊ県下に２か所の適用事業所がみられるが、この２

か所の事業所の所在地は申立人が主張するＫ市ではなく、申立てに係る適用

事業所としての記録は確認できない。 

   また、法人登記簿においても申立てに係る事業所が見当たらないため、事

業所が特定できず、同事業所の状況や申立人の勤務状況等について確認する

ことができない。 

   さらに、社会保険事務所の上記の両事業所に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿を確認したところ、申立期間において申立人の氏名の記載は無い。 

   申立期間④について、Ｄ株式会社に照会したところ、事業所の関係者は、

元役員も既に亡くなっており、当時の関連資料も残っていないため申立てに

係る事実を確認できず、申立人についても分からない旨の供述をしている。 

   また、社会保険事務所の当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿において、申立期間に申立人の氏名は記載されておらず、健康保険の整

理番号が連続しており、欠番も見られないため申立人の加入記録が欠落した

とは考え難い。 

   申立期間⑤について、Ｅ株式会社に照会したところ、現在の人事担当者は、

当時の資料は保管しておらず、当時の臨時及び季節労働者の取扱いについて

は不明としており、申立人の勤務時期、勤務状況等については分からない旨

の供述をしている。 



   また、社会保険事務所の記録によると同社Ｆ工場が厚生年金保険の適用事

業所となったのは昭和 33 年 11 月１日からであり、それ以前の申立期間にお

いて当該事業所が適用事業所であった記録は確認できない上、同社に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の氏名の記載は無い。 

   申立期間⑥について、社会保険庁の記録によると、Ｇ社が厚生年金保険の

適用事業所であった記録は確認できない。 

   また、法人登記簿においても、該当事業所がないため、同事業所の状況や

申立人の勤務状況等については確認することができない。 

   このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 801 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

     申 立 期 間 ： 昭和 26 年 11 月１日から 27 年５月 31 日まで 

    私は、申立期間に、株式会社Ａに勤務していた。社会保険事務所の年金

記録によると、申立期間は、厚生年金保険に加入していないことになって

いる。申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の夫の供述及び申立人が記憶している同僚の氏名が社会保険事務

所の株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿で確認できるこ

とから、期間の特定はできないものの申立人が当該事業所に勤務していた可

能性が認められる。 

   同社は、法人登記簿上昭和 49 年 10 月１日に解散しているが、社会保険庁

の記録では、厚生年金保険の適用事業所として現在まで継続して存続してい

るため、同社に照会したところ、同社からは当時の資料は保管しておらず当

時のことは不明である旨の回答があり、同回答及び当時の従業員によると、

元事業主等役員は既に死亡しており、当時の担当者も不明であることから、

申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び供述を得ることはできない。 

   また、申立人が、申立期間に株式会社Ａに勤務していたことについては、

申立人の夫以外の当時勤務していた従業員 24 人のうち、所在が確認できた

９人に照会を行ったものの、申立人の氏名を記憶している者はおらず、申立

てに係る事実を確認するための供述を得ることはできない。 



   さらに、当時申立人と同じ部署に勤務していた者についても、入社日より

６か月後に被保険者となっていることが確認でき、他の従業員からも入社か

ら半年後に厚生年金保険に加入となった旨の供述があったことから、当時、

当該事業所においては、必ずしも入社日と同日で厚生年金保険の加入届を行

っていなかったことがうかがえる。 

   加えて、社会保険事務所の株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿において、申立期間に申立人の氏名は記載されておらず、健康保険の

番号にも欠番は見られないため、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 802 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所  ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年９月 21 日から 50 年２月 28 日まで 

    Ａ合資会社がＢ（地域）にボウリング場を開業するに伴い、それまで勤

めていたＣ株式会社が運営するボウリング場から引き抜かれて、Ｄ株式会

社Ｅボウルに移ったが、厚生年金保険が未加入となっているので、厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間に勤務していたとするＤ株式会社Ｅボウルは、元事業主

の供述から当時の事業所名が、Ｆ株式会社（現在は、Ｇ株式会社）であった

と考えられ、申立人の雇用保険の記録にある事業所について事業所名は特定

できないものの当該事業所の所在地を管轄する職業安定所が確認できるた

め、同記録から申立人が当該事業所に勤務していたことは推認できるが、社

会保険庁の記録を調査したところ、Ｄ株式会社及びＦ株式会社いずれの事業

所名においても、厚生年金保険の適用事業所であった記録は確認できない。 

   また、Ｆ株式会社の当時の事業主は、厚生年金保険への事業所の加入は、

当該事業所の支配人に任せていたので詳しくは分からないが、加入手続をし

ていなかったのではないかと供述している。 

   さらに、Ｆ株式会社の事業主は、関連会社であるＡ合資会社の事業主と同

じであるため、Ａ合資会社に係る社会保険事務所の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿を調査したところ、申立期間において、申立人及び申立人が同僚

としている者の氏名の記載は無く、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

 



できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 803 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年 11 月１日から 44 年９月 30 日まで 

    Ａ地方簡易保険局（現在は、株式会社Ｂ）に採用された昭和 44 年 12 月

に、同保険局の臨時補充員であった申立期間について、厚生年金保険の被

保険者期間になるという話を聞いたことを憶えている。申立期間について、

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ地方簡易保険局の発行する「在籍証明書」及びＣ共済組合が保管してい

る「人事録」により、申立人は、申立期間において臨時補充員としてＡ地方

簡易保険局に勤務していたことは認められるが、同保険局及び同共済組合に

照会したところ、申立期間当時における賃金台帳等の関連資料は保管されて

いないと回答しており、申立人の申立期間における勤務実態及び申立人の給

与から厚生年金保険料が控除されていた事実を確認することができない。 

   また、申立人が当時臨時補充員として勤務していたと記憶している同僚の

氏名、及び当該同僚が臨時補充員であったと供述している同僚の氏名につい

ても、社会保険事務所の保管するＡ地方簡易保険局に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿に記載されておらず、昭和 35 年から 48 年の間は二人の記

載があるのみで、申立期間当時、申立人を含む臨時補充員については、厚生

年金保険の加入手続が行われていなかったことがうかがえる。  

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 804 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年８月１日から 46年 11月 29日まで 

    申立期間はＡ株式会社Ｂ撮影所と専属契約を結び、毎月１万 5,000円の給

与を受取り、400円から 800円の厚生年金保険料が控除されていた。申立期

間について、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の記憶する元同僚等の供述及び元同僚の保管するＡ株式会社の昭和

42 年度の社員名簿から、申立人がＡ株式会社Ｂ撮影所において専属俳優とし

て契約し働いていたことは推認できるが、勤務期間については、上記元同僚等

の記憶も明確ではない上、上記元同僚の保管するＡ株式会社の昭和 45 年６月

１日現在の社員名簿には申立人の氏名の記載が無いことから、同Ｂ撮影所にお

いて申立人が勤務していた正確な期間は特定できない。 

   また、申立期間当時のＡ株式会社の事業主及び申立人の記憶する同Ｂ撮影所

長は共に既に亡くなっており、同Ｂ撮影所Ｃ課長は所在不明であり、同Ｂ撮影

所も既に解散しているため、申立てに係る事実を確認することができない。 

   さらに、複数の元同僚が、社員契約の俳優は厚生年金保険の対象であったが、

本数契約の専属俳優は厚生年金保険の対象外であった旨供述しているほか、社

員契約の俳優として当初の一定期間において厚生年金保険の被保険者記録の

ある元同僚は、本数契約の専属俳優に契約変更となった時期以降、国民年金に

加入し国民年金保険料を現年度納付していることが確認できることから、この

同僚と同様に本数契約の専属俳優であったと考えられる申立人については、厚

生年金保険の被保険者ではなかったことがうかがえる。 



   加えて、申立人が同時期においてＡ株式会社Ｂ撮影所と専属俳優契約をして

いたと記憶する二人の同僚のうち、一人は申立期間における同Ｂ撮影所に係る

厚生年金保険被保険者記録を確認することができず、他の一人は所在不明であ

るため、申立てに係る事実を確認することができない。 

   また、社会保険事務所の保管するＡ株式会社及び同Ｂ撮影所に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間に申立人の氏名の記載は無く、

健康保険証の番号は連続しており、欠番も見られないため、申立人の記録が欠

落したとは考え難い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 805 

   

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32 年３月 27 日から 33 年３月１日まで 

               （株式会社Ａ） 

             ② 昭和 33 年 12 月 15 日から 39 年９月１日まで 

               （Ｂ株式会社） 

    私は、脱退手当金を受給した記憶はない。また、脱退手当金の裁定請求

に関する書類を情報公開請求したところ、Ｂ株式会社を退職後５年も経っ

てから請求したことになっており、不自然であるので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の脱退手当金が厚生年金保険被保険者資格喪失日から

約５年１か月後の昭和 44年９月 24日に支給決定されているのは不自然であ

ると主張しているが、社会保険事務所には、脱退手当金の支給を裏付ける申

立人の脱退手当金裁定請求書が保管されており、小切手交付済の押印が有る

とともに、同請求書の「払渡希望の銀行名又は郵便局名」欄には、申立人の

当時の住所地の近くにある「Ｃ郵便局」の記載が有る上、社会保険業務セン

ターが保管する申立人の被保険者台帳にも、小切手交付済の押印が有ること

から、国庫金送金通知書により、脱退手当金が支給されたものと考えられる。 

   また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、脱退手当

金裁定請求書には、申立人の退職所得の源泉徴収票が添付されている上、同

様に添付されている「厚生年金保険被保険者記録（回答）」には、「受付昭 44.

８.19」の押印及び小切手交付済の押印が有り、ほかに脱退手当金を受給し

ていないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 806 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年８月 16 日から 43 年 12 月 21 日まで 

    申立期間については、脱退手当金を請求した記憶も受け取った記憶も無い

ので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁が管理する申立人の被保険者原票には脱退手当金が支給され

ていることを意味する「脱 Ａ」の表示が有るとともに、申立期間の脱退手

当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険

者資格喪失日から約２か月後の昭和 44年２月 28日に支給決定されているほ

か、社会保険業務センターが保管する申立人の被保険者台帳には、脱退手当

金の算定のために必要となる標準報酬月額等を社会保険庁から当該脱退手

当金を裁定した社会保険事務所へ回答した年月日である「回答済 44.２.３」

が記録されている。 

   また、申立人の被保険者原票の前後で管理されている女性のうち、昭和 36

年４月以降に厚生年金保険被保険者資格を喪失している者で脱退手当金の

受給資格がある 51 人の支給記録を確認したところ、41 人が受給しており、

その 41 人の支給記録をみると、39 人が資格喪失日から約１か月から６か月

後に支給決定されていることを踏まえると、事業主による代理請求がなされ

たものと推認されることから、申立人についても同様に代理請求がなされた

ものと考えられ、ほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 807 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年８月１日から 36 年９月 16 日まで 

    Ａ株式会社Ｂ工場に勤めていた期間について、脱退手当金を受給したこ

ととされているが、受け取った記憶はないので調べてほしい。 

      

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していた事業所の被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当

金が支給されていることを意味する「脱手」の表示が有り、被保険者名簿の

申立人の資格喪失日が記載されている頁と前後 11 頁に記載されている女性

のうち「脱手」の表示が有るのは申立人を含め５人みられるが、５人全員が

脱退手当金を受給していることが社会保険庁のオンライン記録で確認でき

る。 

   また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間

に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和 36 年 12 月１

日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほ

かに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 808（事案 278 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 大正 15 年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 19 年 10 月１日から 20 年９月 15 日まで 

               （Ａ株式会社） 

             ② 昭和 21 年２月１日から同年５月１日まで 

               （株式会社Ｂ） 

             ③ 昭和 21 年６月３日から 23 年８月 25 日まで 

               （Ａ株式会社） 

             ④ 昭和 23 年 10 月 10 日から 24 年１月 20 日まで 

               （Ｃ株式会社） 

             ⑤ 昭和 24 年１月４日から 33 年１月６日まで 

               （有限会社Ｄ） 

    私は、前回、第三者委員会に申し立てる前に事業主に代理請求は行って

いないことを確認していたが、通知文では代理請求を行っていたこととな

っているので、事業主に再確認したところ「再調査があれば代理請求して

いないことを説明する。｣との回答を得た。 

    また、当地域の当時の習慣として、引き続き勤める場合も勤務年数に応

じてタンスや鏡台などの嫁入り道具を事業所が贈っていたし、退職時期が

通算年金制度創設前であるとの、一般的な状況をもって、私の脱退手当金

が支給されているとする理由にはならない。 

    さらに、社会保険事務所の事務手続のミスや事業主が着服した可能性も

否定できない。再調査してほしい。 

 

 



第３ 委員会の判断の理由 

   当初の申立期間に係る申立てについては、請求期間の最終事業所では、申

立人が勤務していた当時、女子従業員が結婚のために退職する場合、事業主

が脱退手当金を代理請求し、事業主が若干の祝い金を上乗せして、現物支給

する慣行があったと回答しているとともに、申立人の脱退手当金が支給され

た昭和 33 年当時は、通算年金制度創設前であることから、申立人について

脱退手当金が請求されていることに不自然さはうかがえないこと、申立人か

ら聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していな

いことをうかがわせる事情は見当たらないことなどから、既に当委員会の決

定に基づき平成 20 年 10 月 30 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする

通知が行われている。 

   今回、再申立てを受けて、改めて現在の事業主から聴取したところ、事業

主からは当時の慣行を述べたものであり、結婚後に退職した申立人について

は、どのような対応を取ったのかについての具体的記憶は無いとの供述が得

られた。 

   しかし、Ｅ県Ｆ部Ｇ課には、最後の資格喪失の日が昭和 32 年 10 月１日以

前である者については、厚生年金保険被保険者台帳(以下「台帳」という。)

が保管されていることから、当該事業所における申立人と被保険者資格の喪

失時期が比較的近く脱退手当金が支給済みとなっている５人について、台帳

の記載内容を確認したところ、台帳に記載されている５人の脱退手当金の支

給金額、支給年月日、支給期間は社会保険庁のオンライン記録に一致してい

ることを踏まえると、最後に勤務していた事業所の資格喪失日が 33 年１月

６日である申立人については、台帳が保管されていないものの、申立人につ

いても同様に脱退手当金が支給された蓋然性が高く、再申立内容は、当委員

会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、そのほかに当委員

会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないことから、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


